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アジェンダ
1. ビックテックの存在感がデジタルインフラ全体で拡大

‒ インターネット全体のトラフィックに占める割合
‒ ハイパースケールデータセンタの大口需要家、あるいは自社データセンタ構築・運営事業者
‒電力の大口需要家(再生可能エネルギー由来の電力含む)
• 今後の日本のデジタルインフラの姿の議論においてビックテックの巻き込み、対話がますます
重要に。DCに加えて通信インフラ、電力の観点も

2. 地方DCは垂直統合型ビジネスモデルがカギ
• DC単体での優遇策ではなく上位レイヤのサービスまでを見据えた施策検討の必要性
• ビックテックのPPAによる再エネ投資呼び込み
• デマンドレスポンスとデータセンタ

3. 日本の離島の海底ケーブルを国際ケーブルの一部に
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Netflix
Netflix Open Connect 

+ AS2906

ビックテック(MAMAA + Netflix)のトラフィックの存在感
Meta, Alphabet, Microsoft, Amazon, Apple

Source: Sandvine, The Global Internet Phenomena Report 2024 (2024/3), https://www.sandvine.com/phenomena
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The Global Internet 
Phenomena Report 2024 
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Brand Fixed Mobile
1 Alphabet 18% 20%
2 Meta 10% 22%
3 Netflix 9% 5%
4 Microsoft 7% 2%
5 TikTok 6% 12%
6 Apple 6% 5%
7 Amazon 5% 1%
8 Disney 4% 2%

65% 68%



















ビックテックは日本でもPPAによる再エネ調達を加速
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三菱商事、子会社のMCリテールエナジーを通じAmazonと日本初の再エネを活用したコーポレートPPAを締結 (2021/9)
• Amazonが太陽光発電所約450か所、設備容量総計約22MWから再エネ電力を調達、MCエナジーソリューションズが、ウエストホールディングスが建設
する太陽光発電設備の建設工程管理と技術支援、ElectroRouteが太陽光発電の発電量予測と発電インバランスのリスクヘッジを実施

Source: 日本経済新聞; https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC028YU0S1A900C2000000/#k-think
三菱商事: https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2021/html/0000047707.htm

伊藤忠グループのクリーンエナジーコネクト(CEC)、Amazonに再エネを提供する20年間のオフサイトコーポレートPPAを締結 (2023/2)
• 太陽光発電会社のCECは、2025年3月までに国内合計700カ所、太陽光パネルの出力約70MW DC、連系出力38MW ACのFITに依存しない太陽
光発電所を開発Amazonは、2025年までに自社事業を100％再エネで運営することを目指す

• CECと資本業務提携する伊藤忠商事およびエコスタイルとの協業してプロジェクトを進める
Source: 伊藤忠商事: https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2023/230215.html
Nikkei Asia; https://asia.nikkei.com/Spotlight/Environment/Climate-Change/Itochu-to-supply-renewable-energy-to-Amazon-in-Japan-Meta-in-U.S
日経BP; https://project.nikkeibp.co.jp/ms/atcl/19/news/00001/03162/?ST=msb

Microsoft、自然電力と20年間のバーチャルPPAを締結。犬山市にある25MW acの太陽光発電所から電力を調達 (2023/10)
• Microsoftにとって日本初のPPA、2025年までに再エネ100%を目指す目標達成を促進
• JUWI自然電力がファイナンスクローズしたVPPA用の単体の太陽光発電書としては国内最大とのこと。開発・建設資金は、ソシエテ・ジェネラル銀行から
ノンリコース・プロジェクトファイナンスで109億円を調達。東芝エネルギーシステムズが、アグリゲーターとして市場に電力を販売

• 自然電力は2011年6月に設立。太陽光発電、風力発電、小水力発電、バイオマスを利用した再エネ発電所の開発、資金調達、アセットマネジメント
などの事業を展開。同社は卸電力市場の価格高騰で2022年11月で電力小売りから撤退

Source: 自然電力: https://www.shizenenergy.net/2023/10/13/seg_vppa_microsoft/
DCD; https://www.datacenterdynamics.com/en/news/microsoft-signs-solar-ppa-in-japan-with-shizen-energy/

Googleが日本で初のPPAを締結、2件で合計60MWの契約を締結 (2024/3)
• クリーンエネルギーコネクト(CEC)と自然電力の2社と合計60MWの太陽光発電のPPAを日本で締結。主に印西市にあるGoogleのDC電力用
• CECは東電管内の内外で計40MWの小規模太陽光発電所800か所を建設。Google向けの発電計画は2024年から2026年にかけて段階的に開始
• 自然電力は東電管内で太陽光パネルの出力が30MW、連系出力が20MWの太陽光プロジェクトを開発。2026年中に着工、2027年中に完工予定。
パートナーのバイソン・エナジーがゴルフ場跡地でプロジェクトを開発

• Googleは「この斬新な分散型アプローチは、国内の大規模太陽光発電プロジェクトに利用できる土地が限られているという課題に対する独創的な解決
策だ」としている。同社は日本の持続可能なインフラに約6億9,000万ドルの投資を約束。日本のGX加速に向け地元のパートナーと協力

Source: Google: https://cloud.google.com/blog/topics/sustainability/new-agreements-bring-solar-energy-to-japans-electricity-grid
Nikkei Asia: https://asia.nikkei.com/Spotlight/Environment/Climate-Change/Google-signs-Japan-solar-farm-deals-to-power-data-centers
Nikkei BP; https://project.nikkeibp.co.jp/ms/atcl/19/news/00001/04213/?ST=msb
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デマンドレスポンスとデータセンター
海外ではデータセンター事業者がデマンドレスポンスに参画する事例も

• 需給逼迫時にDCの自家発電機を稼働、系統負荷軽減や逆潮流による電力供給
• 事例1: DC事業者のStack社、スイスのDCで非常用発電機から送配電網への逆潮流を準備

Swiss Winter Reserve Planに参画。Stackの非常用発電機も必要時に起動できる予約枠に組み込み
スイス連邦評議会(Swiss Federal Council)が冬季予備条例を2024年2月15日から4月30日まで発令。今冬の電力不足を防ぐための措置
水力発電を予約し、天然ガスの新たな350MW予備発電所を建設、節電キャンペーンや送配電容量の増設などを実施
さらに非常用発電機の所有者に自主的に予備容量の供出を呼びかけ。Swissgridは必要な場合、Stackに電力供給を依頼できる
Stackはジュネーブ、チューリッヒ、アヴァンシュで合計4カ所、20,000㎡超、45MWのDCを運営注
Source: Stack Infra: https://www.stackinfra.com/about/news-events/press-releases/stack-infrastructure-to-power-swiss-grid-under-winter-reserve-plan/
DCD: https://www.datacenterdynamics.com/en/news/stack-offers-generator-power-to-switzerlands-electric-grid/

• 事例2: 米Duke Energy、電力負荷分散に自家発電機を活用する逆潮流を検討、DC事業者と協議中か
米国の電力会社Duke Energy、負荷分散に発電機を活用するためMicrosoftを含むDC事業者と協議と報道
DCに設置された発電機を活用、需要が高い時間に送電網に電力を追加することを目指す。DC事業者への対価支払いも
Duke Energyは天然ガス、原子力、石炭、石油の発電所を保有、太陽光発電、風力発電、蓄電池をエネルギー ミックスに追加
Source: Bloomberg: https://www.bloomberg.com/news/articles/2024-02-08/duke-energy-turns-to-big-tech-to-help-beef-up-power-grid?leadSource=uverify%20wall
DCD: https://www.datacenterdynamics.com/en/news/duke-energy-in-talks-with-data-center-firms-to-use-gensets-for-load-balancing/

DC事業モデルと需給調整
• DC専業事業者にとっては対応が困難
• コンテンツやシステムの運用への裁量を有する垂直統合型の事業者は対応余地あり

• Googleの例: ワークロード実行の後ろ倒し, 電力供給に余裕がある別地域のデータセンタでの処理への切り替え
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離島等に対する海底ケーブルインフラ強化を国際海底ケーブルの
一部として実現できないか: 実現イメージ
島嶼部に対するデジタルインフラのレジリエンシー強化策として、島嶼部専用の海底ケーブル敷設に
加え、国際海底ケーブルの中継地点や分岐(BU)の陸揚げを検討できないか

20出典: Google

現在: (国境近くの)島嶼部専用のインフラ 参考事例: 国際インフラの中継地点
沖縄: ASEの沖縄BU「沖縄国際情報通信ネットワーク」

北マリアナ諸島(CNMI):  PROA, TPU, Interlinkが接続
出典: NTTコム

出典: 東京都

出典: 沖縄県
美ら島沖縄 2022.3 
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ご清聴ありがとうございました
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